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第１章     総     説 

第１節  労働委員会の組織等 

 

１ 委  員 

労働委員会の委員は、公益を代表する者(公益委員)、労働者を代表する者(労働者委員)

及び使用者を代表する者(使用者委員)各５人の計15人で構成されている。 

各委員は知事が任命し、任期は２年となっている。 

任命に当たっては、労働者委員は労働組合の、使用者委員は使用者団体の推薦に基づき

任命されている。また、公益委員は労働者委員及び使用者委員の同意を得て任命されてい

る。 

第 45 期 委 員 名 簿 

(任期：平成26.10.1～平成28.9.30) 

 (平成27年12月31日現在) 

区分 氏   名 現        職 
新任・再任の別 
就 任 年 月 日 

公

益

委

員 

◎小野寺 正 孝 弁護士 
再 任 
平12.10.1 

○宮 本 ともみ 岩手大学(社会科学系)教授 
再 任 
平20.10.1 

  岡 田 寛 史 岩手県立大学総合政策学部教授 
再 任 
平18.10.1 

 長谷川  大 弁護士 
 再   任 
平24.10.1 

 本 田  純  特定社会保険労務士 
新 任 
平26.10.1 

労

働

者

委

員 
 柴 谷 正 孝 全日通労働組合岩手支部執行委員長 

再 任 
平18.10.1 

 古 門 賢 一 ＵＡゼンセン岩手県支部顧問 
 再   任 
平24.10.1 

 菅 野 健 司 アムコーユニオン執行委員長 
再   任 
平24.10.1 

 八 幡 博 文 日本労働組合総連合会岩手県連合会事務局長 
再   任 
平24.10.1 

 鈴 木  圭 東北電力労働組合岩手県本部委員長 
新 任 
平26.10.1 

使

用

者

委

員 

 秋 井 文 夫 株式会社東北佐竹製作所常勤相談役 
再 任 
平18.10.1 

 藤 元 隆 一 株式会社東北銀行常任監査役 
再 任 
平18.10.1 

 藤 原 俊 則 盛岡ガス株式会社専務取締役 
再 任 
平22.10.1 

 花 上  昭 
株式会社ジョイス取締役兼執行役員開発部ゼネ
ラルマネージャー 

再   任 
平24.10.1 

 佐 藤 義 昭 一般社団法人岩手県経営者協会専務理事 
新 任 
平26.10.1 

（注）◎は会長 ○は会長代理 
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２ あっせん員候補者 

  労働委員会では、労働関係調整法第10条及び個別労働関係紛争の解決の促進に関する条

例第５条の規定に基づき、労働争議等のあっせんに備えて、あっせん員候補者を委嘱して

いるが、当委員会におけるあっせん員候補者は、「岩手県労働委員会あっせん員候補者規程」

(昭和53年３月31日地方労働委員会訓令第２号)により、次の者を委嘱している。 

(1) 委員会の委員 

(2) 委員会の事務局の事務局長、総括課長、主任主査、副主幹及び主査(調整を担当する者

に限る。) 

(3) 岩手県商工労働観光部雇用対策・労働室労働課長並びに主任主査及び主査(労働を担当

する者に限る。) 

 

あ っ せ ん 員 候 補 者 名 簿 

 労働関係調整法(昭和21年法律第25号)第10条のあっせん員候補者 

 個別労働関係紛争の解決の促進に関する条例(平成14年岩手県条例第50号)第5条のあっせん員候補者 

(平成27年12月31現在) 

氏    名 現       職 
委 嘱 年 月 日 

労 調 法 第 

1 0 条 関 係 

個別紛争解決 

条例第５条関係 

小野寺 正 孝 労働委員会公益委員 平26.10.1 平26.10.1 

宮 本 ともみ 労働委員会公益委員 平26.10.1 平26.10.1 

岡 田 寛 史 労働委員会公益委員 平26.10.1 平26.10.1 

長谷川  大 労働委員会公益委員 平26.10.1 平26.10.1 

本 田  純 労働委員会公益委員 平26.10.1 平26.10.1 

柴 谷 正 孝 労働委員会労働者委員 平26.10.1 平26.10.1 

古 門 賢 一 労働委員会労働者委員 平26.10.1 平26.10.1 

菅 野 健 司 労働委員会労働者委員 平26.10.1 平26.10.1 

八 幡 博 文 労働委員会労働者委員 平26.10.1 平26.10.1 

鈴 木  圭 労働委員会労働者委員 平26.10.1 平26.10.1 

秋 井 文 夫 労働委員会使用者委員 平26.10.1 平26.10.1 

 藤 元 隆 一 労働委員会使用者委員 平26.10.1 平26.10.1 

藤 原 俊 則 労働委員会使用者委員 平26.10.1 平26.10.1 

 花 上  昭 労働委員会使用者委員 平26.10.1 平26.10.1 

佐 藤 義 昭 労働委員会使用者委員 平26.10.1 平26.10.1 
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氏    名 現       職 
委 嘱 年 月 日 

労 調 法 第 

1 0 条 関 係 

個別紛争解決 

条例第５条関係 

 齋 藤 信 之 労働委員会事務局長 平26.4.25 平26.4.25 

花 山 智 行 
労働委員会事務局参事兼審査調整課 

総括課長 
平27.4.24 平27.4.24 

髙 橋 ゆかり 労働委員会事務局主任主査 平27.4.24 平27.4.24 

工 藤 直 樹 商工労働観光部雇用対策・労働室労働課長 平27.4.24 平27.4.24 

 

３ 事務局 

  労働委員会には、その事務を整理するために事務局を置き、知事が会長の同意を得て、

その組織を定め、職員を任命することとなっている。 

  事務局の組織は、平成16年４月から、それまでの２課体制から１課体制３担当に移行し、

10名＊の体制となっている。 

 

【組織図（平成27年度）】                    〔事 務 分 掌〕 

事務局長 
 

 参事兼 
審査調整課 
総括課長 

 総務担当（３名） 
 

・総会及び連絡協議会等 
・人事、予算経理、総務 

 電話 ０１９－６２９－６２７１・６２７５ 
 FAX   ０１９－６２９－６２７４ 

審査担当（２名） 
 

・不当労働行為事件の審査 
・労働組合の資格審査 
・個別労働関係紛争のあっせん 
・労働相談 

 電話 ０１９－６２９－６２７６・６２７７ 

調整担当 
（３名＊） 

・労働争議の調整 
・個別労働関係紛争のあっせん 
・争議行為の予告通知 
・労働相談 

 電話 ０１９－６２９－６２７６・６２７７ 

 

 

 ＊H27.12.31現在  現員９名（調整担当２名） 
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第２節  労働委員会の活動状況 

 

１ 会議等 

平成27年の労働委員会は、第45期委員によって運営され、総会を12回、公益委員会

議を９回開催した。 

各労働委員会相互の連絡及び事務処理について必要な調査研究、情報交換等のため、

全国及び北海道・東北地区の連絡協議会の総会等に参加した。 

 

２ 審 査 

平成27年における労働組合資格審査の取扱件数は、新規申請が３件であり、内訳は、

不当労働行為救済申立てに係るものが１件、法人登記に係るものが２件であった。終

結状況は、適合が１件、不適合が１件で、残り１件は平成28年に繰り越された。なお、

不適合となった案件は、公益委員会議において半年以上継続して審査を行い、労組法

２条に適合しないとされたものであった。 

不当労働行為事件の取扱件数は、前年からの繰越し１件（両磐酒造事件）、新規申立

てが１件（両磐酒造事件）であった。 

両磐酒造事件（平成27年(不)第１号）については、両磐酒造(団交拒否)事件（平成

27年(不)第１号の１）と両磐酒造(不利益取扱い)事件（平成27年(不)第１号の２）に

審査を分離した。 

終結状況は、両磐酒造事件（平成26年(不)第１号）が関与和解により終結し、両磐

酒造(団交拒否)事件（平成27年(不)第１号の１）及び両磐酒造(不利益取扱い)事件（平

成27年(不)第１号の２）が平成28年へ繰り越された。 

なお、当委員会を初審とする中央労働委員会における再審査事件は、なかった。 

 

３ 調 整 

平成27年における労働争議の調整事件の取扱件数は、新規申請がなく、前年からの

繰越しもなかった。 

当委員会が受け付けた争議行為予告通知の取扱件数は２件であった。業種別内訳は、

いずれも医療・公衆衛生事業である。争議行為予告通知があったものについて、実情

調査を行った延べ件数は28件であった。 

個別労働関係紛争のあっせん取扱件数は、新規申請が８件であった。終結状況は、

解決が１件、打切りが５件、不開始が１件であり、１件は平成28年に繰り越された。 

当委員会に寄せられた労働相談件数は、283件であった。相談内容別では、「賃金・

手当」や「パワハラ・嫌がらせ」に関する相談が多かった。 

 

４ 活性化 

平成27年における労働委員会の活性化の活動は、平成25年度から平成27年度までの

３か年の活性化計画を踏まえ、平成27年度実施計画に基づいて、労働委員会制度の認

知度向上等の取組を進めた。 
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また、平成26年度後半から27年度までを次期活性化計画策定の準備期間として、本

県と同程度の規模の労働委員会の中から、個別労働関係紛争あっせん等の取組に成果

をあげている県を訪問し、意見交換等を行う他県取組事例調査を４県（高知県、徳島

県、島根県及び新潟県）で実施した。 

この調査結果や各都道府県労働委員会の取組状況を情報収集した上で、平成27年８

月及び９月に活性化検討委員会を臨時に開催して、新たな取組を含めた検討を行い、

直ちに実施可能なものについては平成27年10月からその取組を開始したほか、平成28

年度の取組に伴う予算の方向付けを行った。 

平成28年１月以降の活性化検討委員会では、これまでの取組実績を検証するととも

に、次期活性化計画の各分野にわたる取組について具体的に検討し、２月または３月

の定例総会において同計画の策定を予定している。 

 

 

５ 月別活動状況 

月 日 内            容 

１ 22 

23 

23 

26 

27 

平成26年（不）第１号両磐酒造事件 第７回調査、第１回審問 

第1379回定例総会 

第28回活性化検討委員会 

他県取組事例調査（高知県） 

他県取組事例調査（徳島県） 

２ 22 

24 

27 

27 

無料労働相談会（盛岡市） 

平成26年（不）第１号両磐酒造事件 第２回審問 

第1380回定例総会 

第29回活性化検討委員会 

３ １ 

24 

27 

27 

無料労働相談会（釜石市） 

平成26年（不）第１号両磐酒造事件 第３回審問 

第1381回定例総会 

第30回活性化検討委員会 

４ 13 

16 

17 

24 

28 

全労委使用者委員連絡会議幹事会（東京都） 

平成26年（不）第１号両磐酒造事件 第４回審問、第８回調査 

北海道・東北ブロック労働委員会労働者委員連絡協議会幹事会（北海道） 

第1382回定例総会 

平成27年（個）第１号Ａ個別労働関係紛争あっせん事件 申請書受付 

５ 

 

 

 

 

１ 

13 

20 

21 

22 

平成27年（個）第１号Ａ個別労働関係紛争あっせん事件 申請者側事務局調査 

平成27年（個）第１号Ａ個別労働関係紛争あっせん事件 申請者側事務局調査 

平成27年（個）第１号Ａ個別労働関係紛争あっせん事件 被申請者側事務局調査 

平成27年（個）第１号Ａ個別労働関係紛争あっせん事件終結（不開始） 

第1383回定例総会 



- 28 - 

月 日 内            容 

５ 

 

 

22 

22 

28 

北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会総会研修課題勉強会 

第652回公益委員会議 

平成26年（不）第１号両磐酒造事件 第５回審問、第９回調査 終結（関与和解） 

６ ４ 

４ 

４ 

５ 

８ 

11 

12 

17 

21 

22 

24 

 

26 

26 

27 

28 

北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会総会（～５日福島県） 

北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会会長連絡会（福島県） 

北海道・東北六県労働委員会事務局長連絡会議（福島県） 

北海道・東北ブロック労働者委員連絡協議会総会・研究会（～６日福島県） 

第66回労働委員会事務局職員中央研修（～10日東京都） 

全国労働委員会事務局長連絡会議（群馬県） 

全国労働委員会会長連絡会議（群馬県） 

平成27年（資）第１号サンビバレッジ労働組合資格審査に係る事実の調査 

無料労働相談会（遠野市） 

岩手労働相談・個別労働紛争解決制度関係機関連絡協議会（岩手労働局主催） 

平成27年（個）第２号Ｂ個別労働関係紛争あっせん事件 申請書受付及び申請者

側事務局調査 

第1384回定例総会 

第653回公益委員会議 

無料労働相談会（宮古市、二戸市） 

無料労働相談会（奥州市、大船渡市） 

７ １ 

14 

24 

24 

31 

平成27年（個）第２号Ｂ個別労働関係紛争あっせん事件 被申請者側事務局調査 

他県取組事例調査（島根県） 

第1385回定例総会 

第654回公益委員会議 

他県取組事例調査（新潟県） 

８ 

 

 

６ 

20 

 

24 

 

26 

27 

28 

28 

28 

28 

平成27年（資）第１号サンビバレッジ労働組合資格審査に係る事実の調査 

平成27年（個）第３号Ｃ個別労働関係紛争あっせん事件 申請書受付及び申請者

側事務局調査 

平成27年（個）第２号Ｂ個別労働関係紛争あっせん事件 第１回あっせん終結 

（打切り） 

平成27年（個）第３号Ｃ個別労働関係紛争あっせん事件 被申請者側事務局調査 

北海道・東北六県労働委員会事務局連絡会審査・調整課長連絡会議（～28日秋田県） 

第1386回定例総会 

臨時活性化検討委員会 

委員による講話(講師：使用者委員) 

第655回公益委員会議 

９ 

 

 

１ 

３ 

４ 

平成27年（不）第１号両磐酒造事件 申立書受付 

平成27年度公労使委員合同研修（～４日東京都） 

平成27年（不）第１号両磐酒造事件 調査開始通知 
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月 日 内            容 

９ 

 

 

７ 

 

17 

18 

18 

18 

18 

29 

30 

 

30 

平成27年（個）第３号Ｃ個別労働関係紛争あっせん事件 あっせん員による被申

請者側事情聴取 

出前講座（連合岩手執行委員会） 

平成27年（個）第３号Ｃ個別労働関係紛争あっせん事件終結（打切り） 

第1387回定例総会 

臨時活性化検討委員会 

北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会研修会研修課題勉強会 

記者会見（労働委員会制度創設70周年を契機とした新たな取組の開始について） 

平成27年（個）第４号Ｄ個別労働関係紛争あっせん事件 申請書受付及び申請者

側事務局調査 

第656回公益委員会議 

10 １ 

 

４ 

４ 

５ 

 

５ 

６ 

７ 

８ 

14 

 

14 

16 

16 

16 

16 

17 

18 

21 

 

22 

28 

平成27年（個）第５号Ｅ個別労働関係紛争あっせん事件 申請書受付及び申請者

側事務局調査 

岩手労働局等との関係機関合同労働相談会（盛岡市） 

無料労働相談会（久慈市） 

平成27年（個）第６号Ｆ個別労働関係紛争あっせん事件 申請書受付及び申請者

側事務局調査 

平成27年（個）第５号Ｅ個別労働関係紛争あっせん事件 被申請者側事務局調査 

平成27年（不）第１号両磐酒造事件 第１回調査 

平成27年（個）第６号Ｆ個別労働関係紛争あっせん事件 被申請者側事務局調査 

平成27年（個）第４号Ｄ個別労働関係紛争あっせん事件 被申請者側事務局調査 

平成27年（個）第７号Ｇ個別労働関係紛争あっせん事件 申請書受付及び申請者

側事務局調査 

出前講座（上野法律ビジネス専門学校） 

月例無料労働相談会（県庁） 

第1388回定例総会 

審査・あっせん等終結事案研修会 

第657回公益委員会議 

無料労働相談会（釜石市、一関市） 

無料労働相談会（北上市） 

平成27年（個）第６号Ｆ個別労働関係紛争あっせん事件 第１回あっせん終結 

（解決） 

北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会研修会（～23日青森県） 

労使関係セミナー（仙台市） 

11 

 

 

４ 

 

９ 

平成27年（個）第５号Ｅ個別労働関係紛争あっせん事件 あっせん員による被申

請者側事情聴取 

第658回公益委員会議 
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月 日 内            容 

11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 

18 

19 

20 

 

25 

 

26 

26 

27 

27 

27 

27 

27 

27 

27 

平成27年（不）第１号両磐酒造事件 第２回調査 

出前講座（東北百貨店協会・ＵＡゼンセン流通部門百貨店部会労使懇談会） 

第70回全国労働委員会連絡協議会総会（～20日東京都） 

平成27年（個）第５号Ｅ個別労働関係紛争あっせん事件 あっせん員による被申

請者側事情聴取 

平成27年（個）第７号Ｇ個別労働関係紛争あっせん事件 あっせん員による被申

請者側事情聴取 

第659回公益委員会議 

全国労働委員会事務局調整主管課長会議（東京都） 

全国労働委員会事務局審査主管課長会議（東京都） 

平成27年（個）第５号Ｅ個別労働関係紛争あっせん事件終結（打切り） 

月例無料労働相談会（県庁） 

第1389回定例総会 

審査・あっせん等終結事案研修会 

外部講師による講話（講師：岩手労働局雇用均等室） 

第660回公益委員会議 

12 ２ 

 

10 

10 

18 

18 

18 

18 

18 

25 

平成27年（個）第４号Ｄ個別労働関係紛争あっせん事件 第１回あっせん終結 

（打切り） 

平成27年（不）第１の１号両磐酒造（団交拒否）事件 第３回調査、第１回審問 

平成27年（不）第１の２号両磐酒造（不利益取扱い）事件 第３回調査 

月例無料労働相談会（県庁） 

第1390回定例総会 

審査・あっせん等終結事案研修会 

委員による講話（講師：労働者委員） 

平成27年（個）第７号Ｇ個別労働関係紛争あっせん事件終結（打切り） 

平成27年（個）第８号Ｈ個別労働関係紛争あっせん事件 申請書受付及び申請者

側事務局調査 
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